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令和６年第４回大河原町議会定例会（12月会議） 

一 般 質 問 通 告 書 

№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
１ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

髙 橋 芳 男  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.感震ブレーカー

の普及を 

最初の質問は、感震ブレーカーの普及をでありま

す。 

阪神・淡路大震災の時には、建物倒壊時に遮断し

た電気が復旧した際に、スイッチが入りっぱなしの

電化製品がガレキの中で作動し、出火の原因になる

事例が多発しました。感震ブレーカーは、地震の震

度を感知して、震度５など、ある程度の揺れを感知

した時にはブレーカーを遮断して通電時に電気が作

動しないようにする防災グッズになります。東京都

目黒区では、木造住宅密集地域でこうした危険を回

避するために、不燃化住宅への建て替え促進や耐震

性の高い住宅に補強するなど様々な助成制度を設け

て対応しましたが、当事者の負担は数百万円～数千

万円と高額になり、安心できる環境への整備は遠い

道のりだということです。今後30年間で70％の確率

で発生が危惧されている首都直下型大地震を始め、

洪水や津波など、自然災害が激甚化している現在、

南海トラフ地震など、決して無視できない自然災害

への備えとしては、住宅の老朽化は年々進み、その

危険性はどんどん高まって参ります。 

大がかりな建て替え促進などの助成制度での対応

より、感震ブレーカーでのあっせん補助の対応の方

が、費用対効果の面で適正なのではないかと考える

が、町長の見解を伺う。 

 

２.フューチャー・

デザインの積極的な

活用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２番目の質問は、フューチャー・デザインの積極

的な活用についてであります。 

フューチャー・デザインとは、政策形成にあたり

現代に生きる人々（現代世代）のみならず、まだ生

まれていない、将来に生きる人々（仮想将来世代）

をも利害関係者として捉え、仮想将来世代と現代世

代の双方の視点を持って考えることで解決方法を見

出すものです。従来のように現在の視点からの評価

だけでは、既存計画や政策が未来社会に及ぼす影響

を適切に評価できないかもしれません。また、現在

の視点の延長では、方針転換を要するような、本質

的な課題の顕在化や改善案の提起も容易ではありま

せん。フューチャー・デザインの仮想将来世代とい

った新しい仕組みを導入することで、より長期的視

点から潜在的課題やリスク、未来の価値やニーズを

捉え、現代世代と将来世代を俯瞰した観点から、政

策評価や持続可能性を高めるための対策も見えてく

ると思います。このフューチャー・デザイン手法を

活用することにより、近視眼的な判断や意思決定で

はなく、現代世代と将来世代の双方の利益を考慮し

た意思決定を促し、具体的かつ創造的な将来像を示

すことができます。 

一方バックキャストは、その将来像から逆算し

て、現時点からの必要な行動や戦略を考える手法で

あり、この手法を活用することで、現時点から将来

に向けての具体的な行動計画を立てることができま
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
１ 番 

 

髙 橋 芳 男  

 

２.フューチャー・

デザインの積極的な

活用について 

 

す。このようにフューチャー・デザイン手法によ

り、将来の目標やビジョンへの関係者間の合意を形

成した上で、目標やビジョンへの関係者間の合意を

形成した上で、その将来像から逆算して、現時点か

らの必要な行動や戦略を考えるバックキャストで、

持続可能なまちづくりに向けて、具体的で効果的な

行動計画を策定することは大変に有意義であると考

えます。 

少子高齢化や人口減少が進む私たちの地域におい

て、フューチャー・デザイン手法を取り入れ、行政

サービス、産業や農業、子育てや介護など、持続可

能な未来への多様な課題に対応するために、現在の

延長ではなく、抜本的かつ独創的な政策の展開が必

要だと思うが、町長の見解を伺う。 

 

３.サーキュラーエ

コノミーについて 

３番目の質問は、サーキュラーエコノミー（循環

経済）についてであります。 

サーキュラーエコノミーは、ＳＤＧｓをはじめと

して世界規模で持続可能性が問われるなか、「資源

の循環を図り、廃棄物を出さない」ことを主軸にし

た経済モデルです。日本の各省庁では、サーキュラ

ーエコノミーを次のように説明しています。環境省

は、循環経済とは、従来の「大量生産、大量消費、

大量廃棄」の経済に代わる、製品と資源の価値を、

可能な限り保全・維持し、廃棄物の発生を最小化し

た経済を指す。経済産業省は、あらゆる段階で資源

の効率化・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最

大化を図る経済、と。サーキュラーエコノミーはこ

のような概念から、環境に配慮した経済活動と社会

づくりを実現する手段として知られています。 

現在、サーキュラーエコノミーの実現に向けては

エレン・マッカーサー財団により３つの原則が提唱

されています。 

①廃棄物や汚染を生み出さない設計を行う 

②製品や原材料を使い続ける 

③自然のシステムを再生する 

これまで日本では「循環型社会形成推進基本法」

を2000年６月に公布し、Reduce/Reuse/Recycleの３R

政策を循環型社会への取り組みとしてきました。し

かし、３Rは廃棄物が出る前提の政策であることに対

して、サーキュラーエコノミーは、そもそも廃棄物

や汚染を出さないという前提に立っています。３Rを

さらに発展させた政策が求められていることから、

経済産業省は 2020年５月に「循環経済ビジョン

2020」を公開し、サーキュラーエコノミーに向けて

舵を切りました。こうしたことから、３Rとサーキュ

ラーエコノミーを混合させることのない対策が求め

られています。 

わが町でも、サーキュラーエコノミーの取り組み

への助成やあっせんなど、推進を検討していくべき

だと思うが、町長の見解を伺う。 
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
２ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

万 波 孝 子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.物価高騰支援策

について 

 

 11月４日の新聞報道によれば、政府は低所得で住

民税非課税世帯を対象に３万円の支給を検討してい

る。対象のうち子育て世帯には子ども１人当たり２

万円を上乗せする案が浮上している。 

支給する理由は、生活必需品などの価格高騰して

いる影響を強く受ける低所得世帯の生活を手厚く支

援する狙いがある。2024年度補正予算案を年内に成

立させたい考えでいる。 

こうした政府の動きを受けて以下、伺う。 

 

(１) 政府の方針が確定すれば支給対象となる住民税

非課税世帯数は。全世帯の何％を占めているの

か。 

 

(２) 生活必需品などの価格高騰の影響は住民税非課

税世帯に限らず課税世帯も同じである。町独自予

算で生活支援を考えていくべきでないか。この声

は町民からも強く出されている。支援策について

伺う。併せて国の支給対象外となる課税世帯の中

で所得が200万円以下の課税世帯は課税世帯全体

的の何％を占めているのか参考までに伺いたい。 

 

(３) 町独自支援に要する財源については、国に交付

金措置を強く要望していくべきと考えるがどう

か。 

 

２.高齢者等のゴミ

出し支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者等のゴミ出し支援事業の実施状況は、環境

省の調査では、2021年１月現在、34.8％の地方自治

体で導入されていると報告がある。環境省は全国市

町村を対象にアンケート調査を実施しているようだ

が、この事業は超高齢化が進む中、必要性が増して

いると考えることから以下、伺う。 

 

(１) 環境省の高齢者等のゴミ出し支援事業の導入に

関するアンケート調査に回答したことはあるの

か。あればその内容と本町の状況について。更

に課題について伺う。 

 

(２) 高齢者ひとり世帯は増え続けている。ごみ出し

に困難を抱える住民の実態把握や要望をつかみ

取る調査を求めるがどうか。 

国は、高齢者等世帯に対するゴミ出し支援事

業に要する経費は特別交付税措置をしている。

大いに活用し本町に見合ったゴミ出し支援事業

に取り組んでいくべきでないか。 

 

(３) 病気を抱える高齢者ひとり世帯の方から、区で

指定された集積所までは遠くて不便を感じてい

るので、班は違っても近くの集積所にゴミ出し

が出来ないか相談が寄せられている。 

①行政区によっては、区民はどこの集積所にごみ

を出してもよいとされていると聞く。各行政区

の状況について伺う。 
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
２ 番 

 

 

万 波 孝 子  

 

２.高齢者等のゴミ

出し支援について 

②改善策として町が助け合い収集シール等を作成

し、ごみ袋に貼付する等で高齢者や障がいを持

つ方が周りに気遣いすることなく気軽にゴミ出

しができるよう環境を整えていくべきでない

か。 

 

３.ひとり暮らし高

齢者等緊急通報シス

テム事業の拡充につ

いて 

 

 

 

 

 

 

高齢化に伴い孤独死、孤立死が増えており、社会

問題になっている。孤独死を防ぐためにはどうすれ

ばいいのか？解消する方法は？等現実問題として喫

緊の課題として捉えている。つい最近、町内で高齢

者一人暮らしの男性が死後３週間後に近所の人によ

って発見されるという痛ましい事案が発生してい

る。高齢者の「孤独死」は警察庁の調査では年間

68,000人と推計している。 

本町ではこの問題にどのように取り組んでいるの

か。解決策の一つにひとり暮らし高齢者等緊急通報

システム事業がある。この事業はひとり暮らし高齢

者等が急病や突発的な事故で緊急に救助を求めたい

時に通報を行うシステムである。更なる活用と拡充

について以下、伺う。 

 

(１) 本町におけるここ数年の孤独死の発生件数と発

見状況についてどのように把握しているのか。 

 

(２) ①地域包括支援センター②社会福祉協議会③民

生児童委員による見守り対策の取り組み状況に

ついて。課題は何か。 

 

(３) 緊急通報システム機器の新規設置者は増えてい

るが、基準を満たせば多くの人が活用できる状

況になっているか。限定されているのか。利用

基準と設置費用について。 

 

(４) 孤独死で身寄りがない場合職員が対応している

が担当職員体制は万全か。 

 

(５) 孤独死未然防止策として近所付き合いをする、

日頃から挨拶をかわす等々地域コミュニティー

をどう築いていくのか。併せて未然に防ぐ方法

等について周知にもっと力を入れていくべきと

考えるがどうか。 

 

３ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 沼 忠 弘  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.検討、協議のそ

の後を追跡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現任期も残り数ヵ月程となり、今議会を含め一般

質問できるのもあと２回となった。これまでの質問

事項において検討、協議の答弁を頂いたもの、ある

いは質問当時から状況に変化があるものなどにおい

て、その後の進捗を確認する必要が質問者の責務と

してあるものと受け止めていることから以下伺う。 

 

(１) 令和３年３月会議においても、任期が終わりを

迎えるのにあたり、平成30年12月会議で仙南夜

間初期急患センターへの誘導案内看板を既存の

標識が設置してある支柱に追加設置できないか
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
３ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 沼 忠 弘  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.検討、協議のそ

の後を追跡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

との追跡質問に際し、運営収支において多額の

収入不足が続いている中、設置に多額の費用を

要することから、現時点では予定されていない

状況との答弁を頂いた。再質問で今後時期を見

て、また検討はしていきたいと考えているとも

当時の担当課長から答弁を受けている。そこ

で、現在バイパスの交差点にあるスイミングス

クールの大きな看板の下の部分が、白塗りのま

ま、空いている状態になっている。ここを借り

上げて、急患センターへの案内看板を設置する

ことは出来ないだろうか、以前提案した公の支

柱等への新たな看板設置ではなく、既存の民間

のものを借り上げる形となれば、課題であった

費用の面も軽減することが叶うのではないかと

考えるがどうか。 

 

(２) 同じく令和３年３月会議、令和元年12月会議で

白石川に堆積した土砂の浚渫の要望についての

質問では、県からの返答として「現地を調査

し、河川の流量が防災上支障があれば環境等に

配慮を行いながら計画的に対応したい」とのこ

とであり、今後も機会あるごとに要望していく

との答弁であった。その後河川敷右岸整備計画

が具体的となり、現在行われている盛土工事に

あわよくば堆積土が活用されればと期待もあっ

たが現状維持の状況が続いている。近年の線状

降水帯による短時間局地的大雨に対応するため

には、浚渫の実現が重要と考える、現在の要望

に対する県の対応を確認する。またこの間、緊

急浚渫推進事業債の活用を検討はされなかった

か。 

 

(３) 令和３年９月会議、大河原オリジナルギフトセ

ットについての質問では、本町で生産、販売を

行っている事業者の意向を踏まえ、商工会ある

いは観光物産協会が窓口になることで、我が町

オリジナルのギフトセットを企画、販売する考

えはないかの質問。答弁は町としても、観光物

産協会関連の商品を生かしたギフトセットに関

する事業について推進したいと考えている。事

業の持続性の観点から、商品の選定や市場ニー

ズの調査、検証などが重要となるので、観光物

産協会や商工会等関係機関との連携をより一層

強化し、今後、事業者への後押し等ができるよ

う働きかけを行ってまいりたいとの事だった。

前回９月定例会においてもふるさと納税返礼品

拡充についても家電製品以外の日常品や食料品

の提供に努めてまいりたい旨の答弁も受けてい

ることから、どのような商品選定や市場ニーズ

の調査、検証、働きかけを行ったのか伺う。 

 

(４) 令和４年３月会議、公益（内部、外部）通報制

度の確立についての質問の答弁で、通報が生じ
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
３ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 沼 忠 弘  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.検討、協議のそ

の後を追跡 

 

た場合には、消費者庁から示されている地方公

共団体向けガイドラインを直接参考とする取扱

いとしているが、ガイドラインにおいて、通報

対応の仕組みについて内部規程を作成すること

も記されていることから、その必要性について

十分検討を行っていくとのことだった。検討の

結果、内部規定の作成状況はどうなっているの

か。 

 

(５) 令和４年６月会議、食のブランド化を具体的に

推進するためにの質問。コロナ禍の終息後に

は、再度、食のブランド化の企画・事業費等の

組立てをしていく旨の答弁であった。完全に終

息したと言い切れないだろうが、一定の落ち着

きがある現在においての食のブランド化の企画

や今後の計画、展望についてはどうなっている

か。 

 

(６) 令和４年９月会議、公園の維持管理についてで

は公園スポンサー制度を導入してみてはどうか

質問。これまで検討したことはないが、今後幅

広く制度について研究していきたいとの答弁。

賑わい交流拠点整備事業も進む今、研究の進捗

はあるのか。 

 

(７) 令和５年３月会議、橋梁ライトアップについ

て。ライトアップすることでの話題作り、ブラ

ンド力強化につなげてはどうかの質問。観光プ

ロモーションの一環として実現が可能かどうか

調査との答弁であったが、その結果は出たのか

伺う。 

 

(８) 令和５年６月会議、環境意識の醸成について、

リサイクルステーション増設の質問の答弁では

増設は考えていないとの事であったが、再質問

で仙南青果市場への設置については副町長から

ちょっと検討したいと答弁を受けた、その後ど

うなったのか伺う。 

 

２.施設利用利便性

向上について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図書館、公民館、総合体育館等、休館日（主に月

曜日）を設定している公共施設がある。休館日とし

て一般開放はしていないが職員は勤務していること

で何故利用できないのかという声がある。公共施設

は利用者がある限りは出来るだけ利用者の希望に応

じ、合理的事由がない限り休館日なく利用がなされ

るべきと考えることから以下伺う。 

 

(１) 休館日が設定されている理由は何か。 

 

(２) これまで休館日に施設を利用したい希望等はな

かったか、あればどれくらいだったか。 
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
３ 番 

 

 

 

 

大 沼 忠 弘  

 

 

 

２.施設利用利便性

向上について 

(３)スポーツによるまちづくりを推進している本町

において、総合体育館はスポーツの拠点施設と

して毎日開館して、常に利用できる施設である

べきと考えるがどうか。 

 

(４) 休館日を設けている施設に関して、休館日をな

くす、あるいは減らす考えはないか。 

 

４ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 村  淳  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.レンタサイクル

導入案とその後 

 

 

 

 

 

令和３年の12月議会に於いて、大河原駅を拠点と

したレンタサイクルの導入について質問したが、賑

わい交流拠点施設のモデルプランも公表されて白石

川右岸河川敷等整備事業が着々と進んでいる状況に

ある。 

それを踏まえ、この提言を前向きに検討していた

だいているものと捉え、進捗について伺う。 

 

(１) 前回の質問に於いて、既存の電動アシスト自転

車によるレンタサイクルでの検討をお願いした

が、費用面、運営面での問題点は、見えてきて

いるか伺う。 

 

(２) みやぎ仙南サイクルツーリズム推進会議の中で

進めているとの回答を得ているが、３年を経過

し、具体的になってきた内容を伺う。 

 

(３) 広域での運用を提案したが、柴田町と連携する

ことにより、桜の時期の県道の大渋滞緩和や地

域経済に影響を及ぼすために、自転車を使って

各町内を細かく回る、また、運転免許センター

や中核病院、町内商業施設等に拠点を設け、拠

点毎の台数調整を行う事で雇用の創出にも繋げ

られると思うが如何か。 

 

２.賑わい交流拠点

施設からの景観を地

理教育に 

さくら大橋近辺のサイクリングロードからは、蔵

王連峰の山々が見渡せる。 

残念ながら、それぞれの峰の名称を即答できる町

民は少ないと思うことから以下質問する。 

 

(１) 町としては、町内各地から見える連峰のそれぞ

れの名称は把握できているか。 

 

(２) 賑わい交流拠点施設に展望台の様な環境を作り

出し、有名観光地にあるような、景観写真を利

用したモニュメントや、ジオラマを設置して、

地域の地理教育に活用することはできないか。 

５ 番 

 

 

 

 

 

 

佐 藤 暁 史 

 

 

 

 

 

 

１.スポーツへの取

り組みなどについて 

 

 

 

 

 

本町では長期総合計画にあるように「スポーツを

活用したＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇなまちづくり」の実

現を目指している。スポーツ意識の普及、体を動か

す活動、スポーツに触れられる機会を増やしていく

とある。 
本町ではこれまでも町レクやスポーツ教室、各種

大会を展開してきた。今後は白石川右岸に整備され
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
５ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐 藤 暁 史 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.スポーツへの取

り組みなどについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た「おおがわら千本桜スポーツパーク」を活用した

スポーツ事業の展開に町民の期待も膨らんでいる。   

また賑わい交流拠点施設の整備では、オリンピック

でも人気の高いアーバンスポーツの施設整備が予定

されている。このようにスポーツは様々な種類があ

り、様々な世代の様々な人が楽しむことができる。

今後の本町でのスポーツへの取り組みなどについて

以下伺う。 

 
(１) 町レクについて 

①町レクの参加者の動向と推移について町はどう

分析しているか。 

②町レクの種目は何種類か。そのうち子どもが参

加できる種目は何か。また障がい者が参加でき

る種目は何か。 

③中学生が町の行事である町レクに参加する場

合、もし部活を休んだら部活は欠席の扱いにな

るのか。 

④今後、車椅子バスケなどの障がい者スポーツに

も力を入れていく考えはあるか。 

 

(２) eスポーツについて 

①スポーツで重要なのは勝敗だけではないと考え

る。スポーツにとって重要なのは、子どもから

高齢者まで世代や身体的特徴に関わらず、お互

いを認め合い親睦や友情を深めることだと考え

る。町としてスポーツに関しての見解を伺う。 

②世代、身体的特徴、住んでいる場所(行政区)、

性別に関わらず、様々な種目があり参加しやす

いのが「eスポーツ」最大の特徴であり魅力だと

考える。町として「eスポーツ」についてどのよ

うに捉えているか。 

③今後は町として「eスポーツ」に力を入れ普及し

ていく考えはあるか。 

 

(３) アーバンスポーツについて。 

①本町では右岸整備に「アーバンスポーツ」エリ

アを整備する予定だが、今後は町としてスケボ

ーやブレイキンなどアーバンスポーツ全般に力

を入れていくと理解して良いか。 

②ブレイキンはもともとアメリカのストリート系

のダンス、ＨＩＰＨＯＰのダンスなどがルーツ

と理解している。この認識で間違いないか。 

③中町集会所でスクエアダンスの練習をしている

団体がいる。このようにダンスを練習する際に

はある程度広い場所が必要になる。さらにそこ

に自分の踊る姿が見れる鏡があるかどうかとい

うことが、練習場所を選ぶうえで非常に重要な

要素になる。本町では鏡があってダンスの練習

ができる場所はどこになるのか。 

④もし今後ブレイキンも含めアーバンスポーツに

力を入れるのであれば、その練習場所の確保が

必須になる。町はダンスの練習場所についてど
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
５ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐 藤 暁 史 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.スポーツへの取

り組みなどについて 

のように考えているのか。 

⑤ダンスチームによっては地域の子ども達の重要

な受け皿になっている団体もある。賑わい交流

拠点施設の整備に伴いダンスの練習場所を整備

する考えはないか。 

 

(４) スポ少などについて。 

①スポ少に登録する基準として、主たる基準は何

か。 

②スポ少に入るメリットとデメリットを町として

どのように捉えているのか。 

③体協などに所属していないクラブチームや、ス

ポ少に登録していないスポーツに係る団体に関

して、本町に所在地がある団体で本町の子ども

が所属している団体に対して運動施設使用料の

減免は考えられないか。以前同僚議員が同様の

質問をしたが、その後どのような検討がなされ

たか進捗状況を伺う。 

 

２.町内一斉清掃に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

去る９月15日(日)に町内一斉清掃が行われた。町

内一斉清掃について町民から様々な意見をいただい

たので以下伺う。 
 

(１) ６時からというのはいつごろ決まったのか。ま

た６時からという根拠は何か。 

 

(２) ６時開始というだけで億劫だ。せめて６時起床

で間に合う時間に設定してほしいという声があ

る。このことから、実際の参加率はどうなって

いるのか。参加者は世代的にどの世代が多いの

か。 

 

(３) 連休は家族で出かけたい。清掃に出ないと周り

の目を気にしてしまうし罪悪感が強いとの声が

ある。たとえ第３日曜日であっても、連休中は

避け翌月にするなど日程調整はできないもの

か。 

 

(４) 子育て世代の声だが、６時開始だとそこに合わ

せ土曜日の夜の行動も制限される。飲み会など

土曜の夜の楽しみが半減される。また覚悟を決

めて６時起床すると、１日がだるさと疲れで何

もしたくなくなる。車で出かける場合は飲酒運

転になる危険性があるので運転もできなくなる

との声がある。町として清掃の時間について再

考することはできないか。 

 

(５) 高齢者の声だが、何歳まで参加すれば良いの

か。定年はないのかとの声があった。参加する

年齢についても町である程度制限を設けても良

いのではないか。 
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
６ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 橋  豊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.医療用ウィッグ

助成について 

 

 

 

 

本町では、医療用ウィッグや人工乳房の購入費用

として、大河原町がん患者補正具購入費助成金が交

付されている。内容としては、がんの抗がん剤や放

射線治療等の直接的な影響で外見が変化してしまっ

た方の心理的負担を軽減することを目的に、ウィッ

グ（かつら）等アピアランスケア用品の購入費用の

一部を助成しているものである。 

今回、お子さんが若年性脱毛症の保護者の方より

医療用ウィッグの購入費の助成について町に相談を

したところ、がん患者以外のかたは助成を受けられ

ないと断られたそうです。この助成金の制度の内容

について見直しが必要ではないかと考え質問する。 

 

(１) この助成の目的は、傷病やその治療のために外

見の変化があった方等に対し、心理的・経済的

負担を軽減するとともに、就労や通学などの社

会生活を支援するためであると考える。この助

成を設計した時にがん患者に特定した理由につ

いて伺う。 

 

(２) 令和５年度の決算において、がん患者補正具購

入費助成金として247,830円計上されており、説

明では９名の方に助成したと説明を受けた。そ

の中で18歳以下の人数は何名か伺う。 

 

(３) 他自治体ではがん治療の他の疾病に対しても助

成しているところもある。本町の考え方につい

て伺う。 

 

２.地域公共交通に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の地域公共交通として、デマンド型乗り合い

タクシー「さくらっきー号」が平成24年７月より導

入されて地域の足となっている。 
導入されてから12年経過した中で、これまでの問

題点を総括し今後の展望について確認する時期なの

ではないかと考え質問する。 

 

(１) 「さくらっきー号」の12年間の運行の中で見え

てきた問題点とその対応。利用者からの要望と

その対応について伺う。 

 

(２) 本町では運転免許返納者に対してデマンドタク

シ―利用券18,000円分、またはタクシー乗車券

15,000円分を交付している。令和５年度を見て

もタクシー乗車券68名に対して、デマンドタク

シ―利用券は７名となっており、過去を見ても

デマンドタクシ―を希望する人が極端に少ない

と考える。町の見解を伺う。 

 

(３) 今年、総務産業常任委員会で茨城県境町に訪問

した時に自動運転バスを視察した。 

境町の人口は24,000名ほどで街中の雰囲気も本

町に近い自治体である。自動運転バス利用者は

高齢者の方、子育て中の親子等、全ての年代に
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
６ 番 

 

 

 

高 橋  豊 

 

 

 

２.地域公共交通に

ついて 

利用されており、料金も無料で地域の足として

気軽に利用されていた。この自動運転バスを導

入したことにより、街中の活性化や町のブラン

ド向上の効果もあったとのことである。他にも

地域公共交通は全国的に先進地事例も出てきて

いるが、本町おける地域公共交通の今後の展望

について伺う。 

 

７ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丸 山 勝 利  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.まちづくりにつ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化の中、人口減少は避けられない。政府も

「異次元の少子化対策」を掲げ、こども未来戦略方

針で加速化プランの主な支援策で児童手当、育休時

短勤務、出産費用・保育など、高等教育費奨学金等

を打ち出しているが、政府、国会が渾沌としており

実現性、実効性が見えない状況にある。各自治体も

少子化に対応する施策が求められる。また、高齢化

も進んでいる。長寿高齢は悪いことではなく、健康

で長生きは推奨されるものだが、少子化の影響で少

子高齢化とひとくくりにされ健全な社会となってい

ない状況にある。高齢化対策も喫緊の課題となって

いる。 
本町も第６次長期総合計画で今年度から令和11年

度までの後期基本計画で人口減少の抑制と超高齢化

社会への対応とあるように、Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇな

まちづくりには少子化対策、高齢化対策が不可欠と

なっている。これまでも少子化対策、高齢化対策を

打ち出してきたが今後更なる少子高齢化対策が必要

と思われることから以下伺う。 

 

(１) 現在の本町の高齢化率はどうか。また、高齢化

率の高い地域はどこか。 

 

(２) 町長の今後の重点施策と新たな時代に向けた公

約として 

①人口減少の抑制と少子高齢化社会への対応       

・少子化対策としての学校給食費の無償化 

・周産期母子医療の充実と分娩復活（みやぎ中核

病院） 

・広域Ｗｉ－Ｆｉネットワーク（全町無料）ＤＸ

化の実現 

・人と人、人と地域のつながりを大切に地域共生

社会の実現 

②町のブランド化とシティプロモーション 

 ・学校教育のブランド化と学力向上の推進 

・健康寿命の延伸による「元気で長生きなまち」

のブランド化 

・こども家庭センター（保健センター合築）整備

と相談体制の充実 

③街の象徴、一目千本桜の保護と活用 

・千本さくらを千年先へ「一目千本桜プロジェク

ト」の推進 

・桜の新品種開発と絶景スポットの観光活用 

④町の強みと資源を活かす広域連携と官民の連携 

・白石川右岸の賑わい交流施設整備とリバースポ
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
７ 番 

 

 

 

丸 山 勝 利  

 

 

１.まちづくりにつ

いて 

ーツの推進 

とあるが実現性と実行時期はどうか。 

 

(３) 本町は２４．９９㎢とコンパクトなまちとなっ

ているが、その中でも地域間で住宅密集地や山

間部ではライフライン等の整備で格差があるよ

うに思われるが、今後のまちづくりとして格差

をどのように考えるか。 

 

８ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠 藤 勇 耶  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.地域担当職員制

度の再構築と住民主

体のまちづくりの推

進について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町において、地域担当職員制度は、住民と行政

をつなぎ、住民主体のまちづくりを推進する重要な

仕組みとして平成23年に導入されました。しかし、

新型コロナウイルス感染症の影響により制度が一時

休止され、現在に至るまで再開の目処が立っていま

せん。この間に、地域と行政の連携が弱まり、住民

からは「担当職員がいないことで不安」「若手職員の

顔が見えない」といった声が寄せられています。さ

らに、区長や民生委員の高齢化、一部行政区での区

長不在、地域の担い手不足といった課題が顕在化し

ており、従来の制度の枠組みを見直す必要があると

考えます。 
また、大河原町が掲げる政策「住民主体の地域活

動が活発なまち」の目標達成においても、具体的な

進捗や成果が住民に十分共有されていないとの指摘

があります。住民が主体的に地域活動に取り組むた

めには、行政が適切に支援し、住民の声を反映させ

る仕組みを再構築することが不可欠です。 

具体的な課題としては以下３つが考えられます。 

 

１.地域担当職員制度の休止による影響 

地域担当職員が不在となったことで、住民から

「行政との連絡が取りにくい」「災害時に頼れる職員

がいない」といった不安の声が寄せられています。

特に災害時のような緊急時に地域を熟知した担当職

員がいることの重要性が住民から指摘されており、

現状の体制では迅速な対応への不安があると考えら

れます。また、日常的な住民との接点が減少したこ

とで、行政と地域の信頼関係が希薄化する可能性が

懸念されています。 

２.地域の担い手不足と高齢化の進行 

区長や民生委員といった地域のリーダー層が高齢

化しており、新たな担い手の確保が困難な状況で

す。一部の行政区では区長が不在となっている地域

もあり、地域運営や活動の維持が危機的状況に陥っ

ています。この課題は地域の自主性を弱体化させる

だけでなく、行政サービスの浸透を妨げる要因とな

っています。 

３.政策目標の進捗不透明性 

大河原町が掲げる「住民主体の地域活動が活発な

まち」という政策目標について、住民からは「具体

的な成果が見えない」「活動の方向性が共有されてい

ない」との声が聞かれます。住民が主体的に活動す

るためには、行政による適切な支援と透明性の高い
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
８ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠 藤 勇 耶  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.地域担当職員制

度の再構築と住民主

体のまちづくりの推

進について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗管理が必要です。しかし、現状では政策の具体

的な成果や住民への情報共有が不足しており、住民

の参加意欲を阻害している可能性があります。先進

事例に学ぶ視点も必要だと考えます。例として 

１.長野県飯田市 

飯田市では、地域振興センターを拠点に、住民提

案型の事業を支援しています。「パワーアップ地域交

付金」を活用し、住民が主体となる地域プロジェク

トを実現しています。特に「菱田春草生誕地公園」

の整備では、住民が募金活動や維持管理を自主的に

担い、行政と住民の協働で成功を収めました。この

事例は、行政が住民の自主性を支える形で地域活性

化を進めた好例です。 

２.福岡県宗像市 

宗像市では、小学校区単位で「コミュニティ運営

協議会」を設置し、地域課題の解決を住民主体で進

めています。行政は住民の自主性を尊重しつつ、必

要な支援を行う伴走型の体制を整備。これにより、

災害対応の迅速化や、地域の意思決定の向上が実現

しました。 

これらの事例を参考に、大河原町でも地域担当職

員制度の再構築や住民主体の活動を促進する仕組み

を導入し、地域課題解決の基盤を強化することが必

要です。また、「住民主体の地域活動が活発なまち」

を実現するための具体的な方策を示す必要がありま

す。 

地域担当職員制度の現状と「住民主体の地域活動

が活発なまち」の実現に向けた課題について、以下

の点をお伺いします。 

 

(１) 地域担当職員制度は現在どのような状況で、ど

のように評価されていますか。 

 

(２) 制度の休止が地域コミュニティや行政との連携

に与えた影響をどのように捉えていますか。 

 

(３) 区長の高齢化や担い手不足という課題に対し、

具体的にどのような対応を行っていますか。 

 

(４) 「住民主体の地域活動が活発なまち」に関する

政策の現状と進捗状況をどのように評価してい

ますか。 

 

(５) 飯田市や宗像市の成功事例を参考に、新たな住

民支援の仕組みを導入する考えはありますか。 

 

(６) 「住民主体の地域活動が活発なまち」を実現す

るために、行政は今後どのような方針で具体策

を講じていく予定ですか。 
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
９ 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐 久 間 克 明  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.保育事業の今後

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10月に小規模保育事業所から要望を受け、町担当

課に相談するとともに町内保育所７施設に伺いそれ

ぞれに話を聴いた。要望内容は４月から６月にかけ

て例年定員に満たない状況が続いており、支援策は

ないかということだった。この件に関して、町には

支援策を前向きに検討いただく事となり感謝しま

す。同時に各保育事業所から話を聴く中でいくつか

課題が見えてきた。民間事業ではあるが保育事業は

公共性の高いものでもあると考えるため以下質問す

る。 

 
(１) 前述した４月から６月の定員に満たない状況

は、本町のみならず全国的に発生しているよう

だ。保育事業は例えば小売業のように、年間の

どこかで挽回して売り上げを確保するというわ

けにはいかない業態だと思う。出生数の減少や

人材確保難が叫ばれる今、本町だけの問題では

ないことから、県国に支援や対応を強く要望す

べきと考えるがどうか。 

 

(２) 各事業所には保育補助が勤務している。保育士

ではないが人柄やキャリアにより、非常に優れ

ている方々が多くいる。例えば一定の経験値を

積んだうえで事業所長の推薦があれば、補助を

受ける際に事業所は保育士としてカウントでき

るようにしてはどうか。保育所と認可保育園の

監査は県が行っているので、県に規定を策定す

るよう求めてはどうか。 

 

(３) 「第２期大河原町子ども・子育て支援計画」概

要版の第２章④大河原町の子ども・子育て支援

における課題の整理(２ページ)を基に伺う。厚

労省の国立社会保障・人口問題研究所(以下、社

人研)で見る、本町０から４歳男女数は2025年

795人、2030年755人、2035年735人、2040年711

人、2045年677人と推計されている。2025年と20

年 後 の 2045 年 を 比 較 す る と 118 人 の 減

(14.84％)。町内総人口で見ると2025年23,191人

と2045年20,788人で2,403人の減(10.36％)でそ

れぞれ微減である。 

①４つの課題に対し行ってきた対策と現状を伺

う。 

②各事業所では入所から卒園まで様々な体験や教

育を受けられるよう考えている。保護者は、外

に出て働くため安心して子供を長く預けられる

環境を求めていると感じる。地域型保育(小規模

保育事業所)の役割について設立当時と今後でど

のように考えているか伺う。 

③「大河原町子ども・子育て支援計画」が令和７

年度に新たに作成されると思うが、現在進めら

れている「認定こども園」についてどのように

考えているか伺う。 
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
1 0番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

須 藤  慎  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.町長選挙公約と

今後のまちづくりに

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年10月に町長選挙が実施され、無投票で当選と

なり、齋町長の５期目の町政運営がスタートした。

本町のみならず全国的に人口減少や少子高齢化社会

の進行、地方の過疎化、いつ起きるかわからない災

害への備え、災害時の対応、公共施設の老朽化、更

に原油高・物価高の影響等、様々な問題を抱えてい

る状況にある。本町においては、幸い財政調整基金

が順調に増えている状況にあるものの、限られた財

源の中で、「より住みやすいまちづくり、安心安全な

まちづくり」を行っていかなければならないと考え

ることから、今回の町長選挙で齋町長が掲げた「今

後の重点施策と新たな時代に向けた公約」と「まち

の将来像と政策ごとの目指す方向性」について以下

伺う。 

 

(１) Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ【(ウェル・ビーイング)

健康で幸福な状態が継続する】なまちづくりに

ついて、「健康で幸福な状態の継続に体を動かす

ことの推進」、「サイクル＆リバーフェスの開催

と広域連携の推進」、「都市施設の適正な配置と

維持管理」としているが、今後更にWell-being

な町づくりを進めていくための考えを改めて伺

う。 

 

(２) 全町無料の広域Ｗｉ－Ｆｉネットワークについ

て 

①現時点での概要を伺う。 

②現時点で、今後のスケジュールをどのように想

定しているのか伺う。 

③現時点で、国の補助金の活用をどの程度想定し

ているのか伺う。 

 

(３) 学校給食費の無償化について 

①令和７年度より実施するという理解でよいのか

伺う。 

②一年間に要する費用の算定及び恒久的な財源確

保についての考えを伺う。 

 

(４) みやぎ県南中核病院における分娩復活について

の町長の考えを伺う。 

 

(５) こども家庭センターについて、「妊娠期から子

育て期までの身近な相談体制の整備」、「すこや

かな保育の確保と多様なニーズに対応できる保

育所づくりの推進」とあるが、新たな施設の建

設等も含め、今後更にどのように機能充実等を

図っていく考えでいるのか伺う。 

 

(６) 生涯学習の里構想の実現と拠点施設の整備につ

いての考えを伺う。 

 

(７) 一目千本桜プロジェクトの推進についての考え

を伺う。 



16 

 

№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
1 0番 須 藤  慎  

 

 

 

 

１.町長選挙公約と

今後のまちづくりに

ついて 

 

(８) 公約にはないものの優先順位が高いハード事業

もあると考える。 

①大河原中学校校舎、大河原南小学校校舎の大規

模改修についての考えを伺う。 

②役場庁舎の老朽化について、外壁工事等の必要

性も含めどのように考えているのか伺う。 

 

1 1番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 沼 常 次  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.スポーツ推進計

画の策定の進捗につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年の６月議会において、町長期総合計画・後期

計画に基づいた「スポーツを活用したまちづくり」

を具現するための生涯スポーツ推進に係る基本計画

の策定について質問した。 
答弁では、「30年前に策定したものはある、国では

新しい法律(スポーツ基本法)が施行され、自治体に

は地方スポーツ推進計画を策定することが努力目標

とされている。そのため準備を進めてまいりたいと

考えている。」と答えている。 
 あれから１年が経過した現在の進捗について伺

う。 

 

(１) 再質問では、いつごろまでに計画を策定するの

かを質したところ「来年度には上げたいと思っ

ています。」と担当課長は答弁している。あれか

ら１年経過している現在、計画の発表はいつに

なるのか。 

 

(２) そもそも「スポーツ」の概念をスポーツ行政の

観点から、どのように捉えているのか。 

 

(３) 計画を策定するにあたり、これまでどのような

手続きのステップを踏まれてきたのか。 

 

(４) 町独自の視点として、計画の中ではどこに力点

を置いて計画を練ってきたのか。 

 

(５) 計画の中には、町内外の競技スポーツ団体だけ

でなく、レクリエーション団体、健康推進団体

等との関連、教育委員会、健康推進課、福祉課

等、関係各課との役割分担等が記載されている

大綱図は示されているのか。 

 

(６) スポーツをまちづくりに活用するというが、具

体的にスポーツの何を誰がどのような手法で活

用していくのか。 

 

(７) 本年９月議会において、総合型地域スポーツク

ラブの今後の展望を質したところ「クラブ設立

の機運醸成にも繋げてまいる所存です」と回答

された。この機運醸成の意味とその背景につい

て説明願う。 

 

 

 

 



17 

 

№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
1 1番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 沼 常 次  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.学校給食費の政

策変更の経緯と今後

の事業実施の取り組

みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先の10月１日告示、６日投票の予定であった町町

長選挙は無投票で現、齋町長が５回目の当選が決定

した。 
この間、マスメディアにおいて町長の公約の一つ

に「学校給食費の無償化」が報じられており、大変

驚いた。 

 これまで、町長は学校給食費の無償化については

一貫して「現在は、考えていない」と議会の場で表

明していた。この政策変更の経緯について伺う。 

 

(１) 学校給食費の一律の無償化については、これま

で一貫して「考えていない」と表明していたの

に、なぜ、今回の町長選の選挙公約に唐突に遡

上されたのか説明願う。 

 

(２) 事前の説明もなく、これまでの主張と選挙のた

めの公約と思われても不思議でない言動の整合

性をどのように説明するのか。 

 

(３) この政策変更はいつ頃、どのようなステップを

踏まれて決定されたものか。また、学校給食費

の無償化の政策変更のことを選挙告示前に知っ

ていた者はどの程度いたのか。 

 

(４) 実施時期はどのように考えているのか。 

 

(５) 学校給食費の無償化というのは、町が新型コロ

ナウイルス感染拡大の時に限定的に行った緊急

措置とは違い、恒久的な新しい制度といえるも

のである。 

国は先の衆議院選挙の結果を受けて、103万円

の壁とか100何万円の壁の政策実現の過程で国や

自治体の税収不足が指摘されていることから、

自治体の首長は住民税や地方交付税が減額され

ることになったら現行の住民サービスは立ちい

かなくなると、こぞって懸念を表明している。 

衆議院選前において野党は勿論のこと、政権

与党も国が学校給食費の無償化に向けて実現す

るべく方向性は固まっていたと思うが、このよ

うな政治状況が従前とは違い、その政策の優先

順位が代わろうとしている中で、町の予算の

１％程度の経費とはいえ恒久的な財源の確保の

見通しをどのように考えているのか。 

 

(６) 学校給食費の無償化が実施される場合、その対

象は町内に居住する児童・生徒に限定されるの

か。隣接協定で受け入れている村田町、柴田町

に居住する児童・生徒の分の給食費の取扱いは

どのようにするのか伺う。 

 

(７) 学校の教員の立場からみると給食は「食育」と

いう大きな教育分野の一つであり、大事な教材

である。さらに、その給食を安全かつ衛生的に
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№ 質 問者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 
1 1番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 沼 常 次  

 

２.学校給食費の政

策変更の経緯と今後

の事業実施の取り組

みについて 

 

 

 

秩序を保たせ実施するために、教員は「給食指

導」というものを大事な指導項目(業務)として

実践している。 

我々、一般人が昼食の時間だからといって、

めいめい自由にお昼を食べるのとは全く違うも

のである。その指導(業務)のための教材費を教

員も給食を食べるからという理由により、教員

からも給食費を徴収していることについて、従

前より大変疑問を抱いていた。 

また、現在の学校の教職員が置かれている労

働衛生環境の観点から検討しても、教員からの

給食費の徴収は廃止し、児童・生徒と同様な措

置を取るべきと考えるがいかがか。 

 

(８) 学校給食費の無償化の制度実施により、町給食

センターの人員的構成に影響はないのか。 
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１.大河原商業高校

閉校に伴う今後につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業教育拠点として長年、多くの人材を輩出して

きた宮城県大河原商業高校が2025年３月で閉校しま

す。大河原商業高校は1922年(大正11年)大河原町立

実科高等女学校として創立1953年(昭和28年)に大河

原高校、1973年(昭和48年)に現在の大河原商業高校

に改称し103年にわたって、定時制高校も含め、特色

ある教育に取り組んできた。商業高校の良さは学校

が地域と密接につながり同校が長年守り育ててきた

教育の精神は学びの場を変えて次世代へと引き継が

れると思いますし、地元に100年以上愛され社会で活

躍している卒業者、約２万人の方々の心情を懐う

と、閉校は残念でなりません。学校統合に伴い、来

年３月で103年の歴史に幕を下ろす大河原商業高校の

歴史と伝統を残す意味でも今後の校舎・体育館・グ

ラウンド等が活用できるのか、どのような方向に向

かって行くのか町長の見解をおもちなのか伺いま

す。 

 

(１) 大河原商業高校の住所は大河原町大谷字西原 

前154-6であるが、土地は柴田町との所有はどの

ようになっているのか。 

 

(２) 校舎を不登校の子どもが誰かと一緒に過ごせる

場所・学校に通えない子ども達が集まって同じ

机で勉強できる時間や場所に活用できないか。 

 

(３) 本町は体育設備の中で運動できる広場が少な

い。(少年野球・ソフトボール・サッカー等)の

が課題である。跡地利用の考えはあるのか伺い

ます。 

 

(４) 関係者の話では大河原商業高校の閉校後は体育

館と校舎の一部が部活に大河原産業高校が利用

する、更地になっても大商の歴史は語り継がれ

ていくと話を聞きましたが、今後の推移をどの

ように惟っているのか、伺います。 


